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ニ
ー
ズ
の
変
容
に
伴
い
、
施
設
の
余
剰

や
不
足
も
生
じ
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
、

建
物
の
み
な
ら
ず
、
設
備
や
機
能
の
老

朽
化
に
よ
り
、
サ
ー
ビ
ス
の
内
容
が
相

対
的
に
低
下
し
て
い
る
状
況
に
あ
り
ま

す
。

　
現
在
の
公
共
施
設
を
こ
れ
ま
で
ど
お

り
継
続
し
て
保
有
し
た
場
合
、
今
後
40

年
間
で
改
修
や
建
て
替
え
の
た
め
に
必

要
な
費
用
は
、約
１
，２
８
７
億
円
（
年

平
均
32
・
２
億
円
）
と
な
り
ま
す
。

　
過
去
５
年
間
の
投
資
的
経
費
の
平
均

が
約
27
・
８
億
円
で
あ
る
こ
と
か
ら
、

施
設
の
改
修
、
建
て
替
え
に
必
要
な
費

用
の
86
㌫
し
か
確
保
で
き
ず
、
年
４
・

４
億
円
、
40
年
で
１
７
５
億
円
の
不
足

額
が
生
じ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
（
図

２
）。

施
設
の
あ
り
方
を
検
討

　
限
ら
れ
た
財
源
の
下
で
、
公
共
施
設

を
ど
の
よ
う
に
運
営
し
、
市
民
サ
ー
ビ

ス
の
向
上
を
図
っ
て
い
く
か
は
、
避
け

て
は
通
れ
な
い
大
き
な
行
政
課
題
と

な
っ
て
い
ま
す
。

　
そ
の
た
め
、
公
共
施
設
の
実
態
を
把

握
し
、
課
題
を
整
理
し
た
上
で
、
市
民

の
皆
さ
ん
の
声
を
聞
き
な
が
ら
施
設
の

改
善
や
有
効
活
用
な
ど
、
公
共
施
設
の

再
生
に
向
け
た
計
画
づ
く
り
（
公
共
施

設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
）
を
進
め
て
い
く
必

要
が
あ
り
ま
す
（
図
３
）。

公共施設の再生に向けた
取り組みを推進

計
画
の
策
定

　「
公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
白
書
」

で
整
理
し
た
内
容
を
も
と
に
、
こ
の

度
、
施
設
の
再
生
を
行
う
上
で
の
目
標

や
方
向
付
け
、
取
り
組
み
の
優
先
度
な

ど
基
本
的
な
考
え
方
を
明
ら
か
に
し
た

「
公
共
施
設
再
生
基
本
計
画
」
を
策
定

し
ま
し
た
。

　
公
共
施
設
の
再
生
は
、
短
期
で
実
施

で
き
る
も
の
で
は
な
く
、
長
期
に
わ
た

り
計
画
的
に
取
り
組
ん
で
い
く
必
要
が

あ
り
ま
す
。
こ
の
た
め
、
本
計
画
の
対

象
期
間
は
平
成
57
年
度
（
２
０
４
５

年
）
ま
で
と
し
て
い
ま
す
。

　
こ
の
計
画
に
基
づ
き
、
今
年
度
、
全

て
の
施
設
の
再
生
の
方
向
付
け
を
示
す

「
公
共
施
設
再
生
実
施
計
画
」
の
策
定

作
業
に
着
手
し
ま
す
。
こ
の
再
生
実
施

計
画
は
、
各
施
設
再
生
に
向
け
た
取
り

組
み
の
優
先
度
が
高
い
も
の
か
ら
順
に

３
期
に
分
類
し
（
１
期
10
年
）
再
生
に

取
り
組
ん
で
行
く
も
の
で
す
（
図
４
）。

再
生
の
目
標
と
具
体
的
な
取
り
組
み

①
質
・
サ
ー
ビ
ス
・
利
便
性
の
向
上
…

変
化
す
る
社
会
構
造
や
市
民
ニ
ー
ズ

に
対
応
す
る
施
設
の
再
生
を
実
現
し
、

質
・
サ
ー
ビ
ス
・
利
便
性
を
向
上
さ
せ

る
と
と
も
に
、
舞
鶴
の
歴
史
や
風
土
に

配
慮
。
市
民
が
愛
着
の
持
て
る
施
設
づ

く
り
を
推
進
し
ま
す
。

②
再
生
の
た
め
の
財
政
的
取
組
の
推
進

…
施
設
の
再
生
を
実
効
性
の
あ
る
も
の

公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
白
書
を
作
成

　
平
成
25
年
３
月
に
市
が
保
有
す
る
公

共
施
設
を
対
象
に
、「
公
共
施
設
マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
白
書
」
を
作
成
し
ま
し
た
。

こ
れ
は
、
そ
の
機
能
や
配
置
状
況
、
経

年
劣
化
や
耐
震
性
な
ど
の
建
物
の
状

況
、
利
用
状
況
や
稼
働
率
、
運
営
方
法

や
運
営
経
費
な
ど
を
、
さ
ま
ざ
ま
な
角

度
か
ら
把
握
・
整
理
し
た
も
の
で
す
。

こ
の
総
合
的
な
分
析
に
よ
り
、
市
に
お

け
る
公
共
施
設
の
現
状
が
明
ら
か
に
な

り
ま
し
た
。

現
状
と
課
題

　
市
で
は
、
１
９
６
０
～
１
９
８
０ 

年
代
の
高
度
経
済
成
長
期
に
か
け
て
多

く
の
公
共
施
設
を
整
備
し
、
市
民
生
活

の
質
の
向
上
に
努
め
て
き
ま
し
た
。

　
市
に
は
、
庁
舎
、
学
校
、
公
民
館
、

市
営
住
宅
な
ど
１
３
９
施
設
、
総
延
床

面
積
31
・
８
万
平
方
㍍
の
公
共
施
設
が

あ
り
ま
す
（
平
成
24 
年
4 

月
1 

日
時

点
）。

　
現
在
、
こ
れ
ら
の
施
設
が
一
斉
に
老

朽
化
し
、
そ
の
多
く
が
更
新
時
期
を
迎

え
つ
つ
あ
り
ま
す
。
舞
鶴
市
で
も
、
築

30
年
以
上
経
過
し
た
公
共
施
設
は
14
・

５ 

万
平
方
㍍
（
全
体
の
46
㌫
）
あ
り
、

老
朽
化
に
伴
う
大
規
模
改
修
や
建
て
替

え
な
ど
の
課
題
に
直
面
し
て
い
ま
す

（
図
１
）。

　
ま
た
、
人
口
減
少
や
少
子
高
齢
化
に

よ
る
社
会
構
造
の
変
化
な
ど
、
市
民

に
す
る
た
め
、
さ
ま
ざ
ま
な
財
政
的
取

組
を
実
施
し
、
全
市
的
な
視
点
に
立
っ

て
投
資
的
経
費
と
運
営
コ
ス
ト
の
縮
減

を
図
り
ま
す
（
図
５
）。

　
※
総
延
床
面
積
全
体
の
12
㌫
、
３
・

８
万
平
方
㍍
、
投
資
経
費
２
０
５
億
円

の
削
減
効
果
を
期
待

着
実
な
計
画
の
実
行
に
向
け
て

　
公
共
施
設
を
「
公
共
サ
ー
ビ
ス
を
提

供
す
る
機
能
」
と
「
公
共
サ
ー
ビ
ス
を

提
供
す
る
た
め
の
建
物
」
に
分
け
て
検

討
し
、「
機
能
」
は
各
担
当
課
が
所
管

を
担
い
、「
建
物
」
は
統
括
組
織
が
一

元
管
理
を
行
う
こ
と
で
、
施
設
の
管
理

と
運
営
方
法
の
再
生
に
向
け
た
推
進
体

制
を
構
築
し
ま
す
。
ま
た
、
目
標
の
達

成
に
向
け
て
Ｐ
Ｄ
Ｃ
Ａ
の
マ
ネ
ジ
メ
ン

ト
サ
イ
ク
ル
に
の
っ
と
り
、
必
要
に
応

じ
て
新
た
な
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
ニ
ー
ズ

を
盛
り
込
む
な
ど
計
画
内
容
の
見
直
し

を
定
期
的
に
行
い
、
着
実
に
実
行
に
移

し
て
い
き
ま
す
（
図
６
）。

市
民
の
視
点
に
立
っ
て

　
今
後
も
、
施
設
の
長
寿
命
化
や
多
機

能
化
・
複
合
化
な
ど
に
よ
る
再
生
へ
の

取
り
組
み
を
進
め
る
と
と
も
に
施
設
の

適
正
な
管
理
運
営
を
実
施
し
、
将
来
に

わ
た
っ
て
、
利
用
者
の
視
点
に
立
ち
、

持
続
可
能
な
施
設
の
質
・
サ
ー
ビ
ス
・

利
便
性
の
向
上
を
図
っ
て
い
き
ま
す
。

シリーズ市政の「今」

シリーズ市政の
「今」
第 10回

施設再生へ

市では、「子どもからお年寄りまで安心して暮らせるまち・舞鶴」
の実現を目指しており、公共施設の多機能化や複合化、長寿命化
など、施設のあり方の検討と再生事業の実施に向けた具体的な計
画づくりを進めています。
シリーズ市政の「今」。第 10 回は、市民サービスのさらなる向上を
目指す公共施設の再生に向けた取り組みについてお知らせします。

建築後 30 年未満

市の施設
31.8 万平方㍍

46㌫

54㌫

建築後 30 年以上

図１

 図３　取り組みの一例（統合保育所）

目標達成に向けた 14 の具体的な取組

総量抑制・多機能化・複合化

施 設 の 長 寿 命 化

公 共 施 設 の 再 生

公共施設の質・サービス・利便性の向上

財 政 負 担 の 軽 減

公共施設再生のための財政的取組の推進

多機能化・複合化 機能マッチング・デザイン 市民ニーズ反映

民間からの提案 PPP の推進 柔軟な構造様式 低利用サービスの見直し

長寿命化 利用料の適正化 未利用財産の売却・貸付

基金設立 起債の有効活用 資産の有効活用 自治体間連携

基本的な考え方

公共施設再生基本計画における２つの目標

総合計画・先行取り組みの整合性 予算の見直し

マネジメント手法の導入運営管理組織の明確化運営管理データの一元化

【DO】事業実施
□ 公共施設再生実施

（有効活用）（統合再編）
（廃止）（売却）（民営化）

新たなニーズ
政策の動向

【ACTION】改善計画
□ 利用状況による改善
□ 人口動態による改善
□  財政状況による改善

【PLAN】事業計画
□ 公共施設白書

□ 施設再生基本計画
□  施設再生実施計画

【CHECK】評価分析
□ モニタリング

□ 効果検証（評価分析）

■  人口動態
■  財政状況
■  施設状況
■  地域再生

  図６　PDCA サイクルのイメージ   図５　取り組みイメージ

2011 年度
（平成 23 年度）

2013 年度
（平成 25 年度）

2014 年度
（平成 26 年度）

2016 年度
（平成 28 年度）

2026 年度
（平成 38 年度）

2036 年度
（平成 48 年度）

2045 年度
（平成 57 年度）
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基本
計画

（仮称）
再生
実施
計画
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実施

事業
実施

事業
実施 再生

計画見直し

第１期 第２期 第３期

  図４　計画策定イメージ

図２ 1,287 億円が必要
改修・建替え費用

（平均  32.2 億円 / 年）

 投資的経費（公共施設）
 の過去５年平均額
 （平均 27.8 億円 / 年）

 40 年で 175 億円
 の不足が生じる
 （平均 4.4 億円 / 年）

築 31 年以上 50 年未満の公共施設の大規模改修
建替
投資的経費（公共施設等）

大規模改修
耐震改修
投資的経費（社会基盤施設）


